地方法人課税の見直しに対する緊急声明
市町村が、少子高齢化社会への対応、防災対策、社会インフラの老朽化対策等の様々な課題に取り組む中、分権型社会の実現に向け、自主的かつ自律的な行財政運営を行っていくためには、地方自主財源の拡充が必要であり、中でも、地方税は地方自主財源の根幹となるものです。
　法人住民税の国税化については、これを自治体間の税源の偏在是正の財源とすることは、地方自主財源の拡充を図り、地方分権改革につなげていくという流れに逆行するものであり、かつ、地方の財源不足という根本的な問題の解決にはなりません。にもかかわらず、今回の平成28年度税制改正案では、法人住民税法人税割について、国税化の割合が拡大されており、極めて遺憾であります。
　また、本県では、法人市町村民税の国税化による税収減が、新たに創設される法人事業税交付金及び地方消費税率の引上げによる増収分を上回り、結果として減収となる市町村が複数出てくる見込みであります。
こうした見直しについて、市町村の意見を十分に踏まえることなく、国が一方的に行おうとしていることは極めて遺憾であります。

国におかれては、市町村の実態を把握したうえで、全ての市町村の財政運営等に悪影響が生じないよう、必要な対策を講じられるよう強く求めます。
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